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51．安全設備規則 にお ける改正点 の解説

　　　　　 （音響測深機関連）

1．は じめに

　2001 年 7 月 18 日付 け規 則 第 41号 （口本籍 船 舶用 ） に よ

り安全 設備規 則 の 「音響測 深 機．」につ い て の 要 件が
一

部改

正 され、2001年 8月 1 日 よ り施 行 さ れ た。以
．
ド、改 正 され

た規則 につ い て 解説する。

2．改正 の 背景

　 1998年 5 月 の IMO 第 69 回海上 安全 委員会 に お い て 、音

響測深機 の 性能基 準
1「Recornmendation　on 　performance

standards 　for　echo −sounding 　equipment
’「を定 め て い る 決議

A224 を改 正 す る決 議 MSC ，74 （69）が採 択 され た。こ れ に

伴い 、我が 国 にお い て も、船舶設備規程 につ い て 所要の 改

正 が 行 われ、2001 年 1月 1 日以 降船 舶 に 備え付 け る音響測

深機 に対 し適 用 され る こ と とな っ た た め、「安 全 設 備 規 則 」

の 関 連 規 定 に つ い て 必 妛 な改 正 を行 っ た。

3．改正 の 内容

　「4編 航 海設 備 」、「3 章 　航 海 設 備 の 要件．」中 の 「3．7　音

響測深機」 にお い て 以 下 の 改正 を行 っ た。

　 1）必要と され る水深測定範囲の ド限 を従来の 400m か ら

　　 200m に 緩和 した 。 （5．1，1 （決議 A ．224 中 の 対 応 す る

　　 条番 を示す 。 以 下同 じ））

　2）測深 の た め の 音波発 射頻度 を従来 の 毎分 12回以 上 か

　　 ら毎分 36 回 以 上 に 改 め た。（5．1．5＞

　 3）水深が あ らか じめ 設定 した値以 トに な っ た 場 合 の 可視

　　 可 聴警報 の 設置 を加 えた （5．3，D

　4＞給 電 が 停止 又 は 減少 した 場合の 可視 可 聴警報 の 設置

　　 を加 え た （5．3．2）

　5）測 深結果 を他 の 設 備 （SOLAS ，V 章の 改正 に よ り新た

　　 に要 求 され る VDR 等 ） へ 出 力 す る要件 を加 えた。（8）

　6）決議A．224の 7．で 参照 され て い る IMO 決議 A694の 航

　　 海機 器 等 に勧告 さ れ る
一
般 要 件 と して、船 舶 設 備 規

　　 程 に 倣 い 「取 り扱い 及 び 保 守 に 関す る 説 明書 を備 え付

　　 け」及 び 「操作用 の つ まみ 類 は使用 しや す い もの と す

　　 る こ と」に つ い て の 要件 を加 えた 。

　そ の 他 、規則 Lで は 言及 さ れ て い な い が 、こ の 決議

MSC ．74 （69）で は、多 くの 性 能基 準の 改 正 が 行 わ れ て い

る 。 ヒ述以外 の 主 な改正 点 は、以 下の とお りで あ る 。

　● デ
ー

タ の 保存 （5⊥ 8）

　● 測 定精 度 の 変更 （20m レ ン ジで ± 0．5m （± 11n）、200m

　　レ ン ジ で ± 5m ま た は 表示深度 の ± 2，5 ％ （5 ％）の い

　　ず れ か 大きい 値 〔カ ッ コ 内 は 旧 基準 値 、以 下 同 じ〉）

　　（5．2．1）

　 ● 表示 ス ケ
ー

ル の 変更 （水深 1m あた り20m レ ン ジ で は

　　5．Omm （2，5mm ）、200m レ ン ジで は 0．5mm （0．25mm ）以

　　上 とす る。）（5．2，2）

　 ● 人 間工 学 に基 づ く要件  

　● IEC　60945に基 づ く環 境 試 験 の 要 件 （7）

　なお、こ れ らは 「音響測深機 の 型式承認試験基準」 とし

て ま と め ら れ て い る 。

52．冷蔵設備規則 、潜水装置規則 、自動化設備規則 、船橋設備規則 、機関予防保全設備規則 、

　　総合火 災制御設備規則及び同検査要領 に お ける改正 点の解説 （設備規則の検査関連）

1，は じめ に

　 2001年 4 月 10 日付 Ru 亘e　No ．8，　 No ．10，　 No ．11，　 No ．12，

No ．13及 び No ，14 （外国 籍船舶用）並 び に 2001年 7月 18 日

付規則第 43号、第 45号 、第 46 号、第 47 号及び 第 49 写
』

（目本籍船舶用）並 び に 2001年 4 月 10 日付 Notice　No．17及

び N   ．19 （外国籍船 舶用 ）並 び に 2001 年 7 月 18 日付 達 第

44 号及 び第 46号 （凵本籍船 舶 用）に よ り、冷蔵 設 備 規 則 、

潜水装 置規 則、自動 化設 備 規 則、船橋 設 備規則、機関予 防

保 全 設 備 規 則、総 合 火 災 安全 設 備 規 則 及 び 同検査要領 の 検

査 に関 す る要 件が
一

部改正 され た，，以 ド、改正 された規則

につ い て 解 説 する。

2．改正 の 背景

　各設 備規 則 に は、独自に 検査 の 時期等 に 関 す る 要件が 定

め られ て い る が、こ れ らの 要 件が 鋼 船 規 則 B 編 に 定 め る 船

級検査 の 該当要件 と必ず しも整合 して い な か っ た た め 、 諸設

備 に係 る検査が 船 級検査の 時期 に行 え な い 又 は 以後 の 検査

の 時期 が ず れ て くる とい う不 具 合が 生 じ る 可 能性 が あっ た。

　今回、諸設 備 に係 る 検査 を船級検査 と同 じ時期 に行える

よ う検査の 時期、変更繰上 げ及び 延期 に 関する 要件 を鋼船

規則 B 編の 要件 と整合 を 図 り改正 した 。
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3，改正 の内容

次 の 改 正 を行 っ た。

〔1）各設 備規則 に定め る定期的 な検査の 時期、変更繰上

　 　 げ及 び 延 期 に関 す る 要件 を鋼 船規 則 B 編 に定 め る 船

　　級 維持検査 の 該当要 件 を引川 させ る こ と に よ り整合

　　させ た。た だ し、揚貨設 備規則 に あ っ て は 、ILO 条

　　約 の 要 件 をベ ー
ス と し て い る た め 、今 回、改正 を 見

　　送 っ た。

（2）総 合火災安 全 制御設備規 則 に あ っ て は 、従 前、

74SOLAS 条 約 の 要 件をベ ー
ス に定期検査 の 間 隔を2

年 と規 定 して い た が、鋼 船 規 則 B 編 と 同 様、同 規 則

の 検査要 件 に も74SOLAS 条約 の 88議定書 に 定め る

「検 査 と 証書 の 調和 シ ス テ ム 〔the　Harmonized

System　of　Survey　and 　Certification＝HSSC ）」 の 概念

を取 り入 れ 、総合火 災安全 制御設備の 定期検査 の 間

隔 を 5 年 に 改 め、2 回目乂 は 3 回目の 年次検査 の 時

期 に 新 た に 中問検査 を実施す る よ う所要 の 要件 を改

め た、）

　　　　53，自動化設備規則及び同検査要領にお け る改正 点の解説

（MO 海上試験 、安全 シス テム の設計及びデ ィ
ーゼ ル 主機等の警報装置関連）

1．は じめ に

　2002 年 2 月 20 日イ」規則第 5 号及 び達第 4 号
．
（日本籍船

舶用）並 び に Rule　No ，9 及び Notice　No ．10 （外国籍船舶用）

に よ り、自動化 設 備 規 則 及 び 同検査 要 領の MO 海上 試験 、

安全 シ ス テ ム の 設計及 び デ イ
ーゼ ル 主 機等の 警報装置 に関

す る 規定 の
・
部 が 改正 さ れ た。以 下 に改正 され た規 則 及 び

検査要領 につ い て 解説する 。

2，改正 の概要

2．1MO 海上試験 に 関する 要件

　MO 海 ヒ試験 に つ い て は、出 入 港時 を 含む 全 て の 航海状

態 の も とで 、常時機関室 に 人 員が 配置さ れ る船舶 と 同等 の

安全性 が確 保 で きる こ とを確認 す る た め に、自動化設備規

則 （以 ド、規 則 と い う。）2．2．6−6，に お い て 、通 常 の 航 海 状

態 とで きる 限 り同等 の 航 海状 態 で 機 関 の 無 人運 転 を 行 うよ

う規定 され て い る 。 また、自動化設 備規則検査 要領 似 下、

検 査 要領 とい う。）2．2．6−5．1こお い て 、機関 の 無人 運 転 の 時

間は 6 時間 を標準 とす る こ と と規定 さ れ て い る、，

　
一

方、MO 試験 と は別 に、検査 要領 2．2．6−1．に お い て 操縦

性を確認 する 標準 試験 要 領が 示 され て お り、今般 、同検査

要 領 2．2．61，に規定 され る操 縦 性 を確 認 す る試験 を MO 状 態

で 行 っ た 場合 に は、当該試験を規 則 2，2，6−6，に規 定 さ れ る

MO 海上 試験の
一一一

部 と して 含 め る こ とがで きる よ う関連規

定 を見直 した 。

2．2 安全 シ ス テ ム の 設計 に 関する要件

　 旧 規 則 3，2．1−5 （2） に お け る
“
安 全 装置の 作動 の た め の

安全 シ ス テ ム
”

とは、機 器 及び 装 置の 停止 又 は 燃料供給 の

遮 断 を行 わ せ る シ ス テ ム 、即 ち 、最終 的 な Shut　Down

System を指すもの と して、従来か ら、こ れ らの シ ス テ ム は

他の シ ス テ ム の 故障時 に 影響 を受けない よ う独立性 が 嬰 求

され て い た。しか しなが ら、旧 現則で は、安全装置 の 定義

が 無い こ とか ら意図 す る と こ ろ が 不明確 で あっ た た め、今

般、IACS　UR 　M302 ，3 を参考 に し て 当該規定の 対象 を明確

化す る よ う関連規定 を見直 した 。

　 また、規則 3．2．1−5 （1）に 規定 さ れ る 「制 御 シス テ ム 、警

報 シ ス テ ム 及 び安奈 シ ス テ ム は、可 能 な範囲 に お い て 、互

い に独立 した もの とする こ と」に お ける解釈 と して 、IACS

UR 　M29．2．1並 び に M35Table1及 び Table2の規定を参考と

して 、デ ィ
ー

ゼ ル キ機 の 監視、警報及 び減速の ため の 検出

部 を兼用 して 差 し支えな い 旨を示 した。た だ し、デ ィ
ー

ゼ

ル 主機 の 減速 項 目の うち、規 則 3，5．4−7．（2） 〔j＞ にお い て

シ リ ン ダ出口共通 の 冷却水温度 を検 出する もの に あ っ て は、

セ ン サ が 既 に 全 シ リ ン ダ 用 と し て、ある 意味 に お い て 兼用

さ れ て い る た め、警報及 び減速 の ため の 検出部 と して 更 な

る兼用 を して はな らな い 旨を明 記 した 。

2．3 デ ィ
ー

ゼ ル 主 機 の排 ガ ス 各 過 給機 出 口 の 高 温 警報 装

　　置 に 関 す る 要 件

　IACS　UR　M35 で は、デ ィ
ー

ゼ ル 主 機 の 警報 項 目 と して、

過 給機 の 入 口及 び III「口 の 双 方 に排 ガ ス 高温 警赧装 置 の 設 置

が 斐 求 され て い る。しか しな が ら 、NK は 従来か ら過 給 機

の 人 口 部の み に 設置する こ とで 差 し支 え な い と考え て い た

た め、入 口 部 の み の 設置 とす る よ うに 同 URM35 の 改正 を

IACS ／WP ／MCH に提 案 して い た。

　 こ れ に対 し、審議 の 結果 、過 給機内 に お け る異 常 （例 え

ば LO 漏洩 に よ る 火 災）を検知す る Lで 有効で あ る と い う

理 由 に よ り、現 行 の UR ど お り、過 給 機 の 人 口 及 び 出 口 の

双方 に排 ガ ス 高温警報の 設置を要 求すべ きとの 結 論 とな っ

た c ま た、NK の 重大損傷 （自航不能損傷及 び 出力低減を

余儀 な くさ れ た 損傷 ） の うち 、過 給 機 に よ る もの は 高 い 割

合 を示 して お り、そ の 原因 と して 過給機内の 潤滑油が ガ ス

ケーシ ン グ内 に 流 入 し異常燃焼 を 起 こ した の で は な い か と

推定 され て い る もの が 近 年報 告 され て お り、こ の よ うな状

況の ド、当該警報装 置 の 設 署 が過 給機の 損傷防止 に つ なが
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